
 

 

管渠長さ 
管渠設置単価 
浄化槽設置費 
維持保全費 
汚泥処理費 
有収水量…など

入力項目 

建設費 国庫補助 
起債償還 
交付税措置 

管理費 維持保全費 
運転費 

使用料 使用料収入 

計算項目 

 

費目別収支 

年度別収支 

年度別累積収支

計算結果

‐16000
‐14000
‐12000
‐10000
‐8000
‐6000
‐4000
‐2000

0
2000
4000

2009 2019 2029 2039 2049 2059 2069

年
公 共 下 水 道 浄 化 槽 -個 人 設 置

浄 化 槽 -市 町 村 設 置

(万 円 )

 

 

‐35000

‐30000

‐25000

‐20000

‐15000

‐10000

‐5000

0

2009 2019 2029 2039 2049 2059 2069

年

公 共 下 水 道 浄 化 槽 -個 人 設 置

浄 化 槽 -市 町 村 設 置

(万 円 )

 

 道内市町村において、効率的な都市運営や環境負荷

低減のため、コンパクトなまちづくりが求められてい

ます。コンパクトなまちづくりを具体的に実現するた

めには、都市インフラの整備・維持管理等に関わる長

期的な自治体収支を把握することが重要です。そのた

め、本研究では都市インフラの整備維持収支計算プロ

グラムの開発を行います。 

 

 今年度は下水道・浄化槽等生活排水処理施設の整備

維持管理の自治体収支計算プログラムを開発し、道内

A町をケーススタディとしてシミュレーションを行い

ました。 

A町では中心市街地には既に公共下水道が整備され

ていますが、中心市街地に隣接する工業地区への下水

道区域の拡大と、中心市街地から離れた 3 つの小集落

の生活排水処理施設整備をどうするかが課題となっ

ています。それらについて公共下水道整備事業・浄化

槽市町村設置整備事業、浄化槽設置整備事業の３つの

手法の収支の比較を行いました。 

このケースでは、工業団地への下水道区域の拡大と

旅館等がある温泉地区では公共下水道、その他の地区

では浄化槽の方が自治体収支的に有利であることが

わかりました。また、一般的に下水道料金収入を期待

できる施設の有無が手法選択のカギになることがわ

かりました。 

今年度は下水道・浄化槽等生活排水処理施設の整備維持収支計算プログラムを開発し、道内Ａ町を

ケーススタディとしてシミュレーションを行いました。その結果、地区の状況により手法が異なるこ

と、特に下水道料金収入を期待できる施設の有無が手法選択のカギになることなどがわかりました。

来年度は上水道・道路等について、自治体収支を計算するプログラムを開発し、ケーススタディを

行う予定です。市町村が都市インフラの整備手法を検討する際、これらの整備維持収支計算プログラ

ムが活用できます。 

 

自治体の都市インフラ整備維持収支計算プログラ
ムの開発に関する研究 

研究期間：平成２０～２１年度（継続）

研究区分：一般試験研究 

北方建築総合研究所（担当科）
居住科学部都市生活科 
 

図 3 小集落（漁業集落）地区の事業手法別累積収支

図 2 小集落（温泉集落）地区の事業手法別累積収支

図 1 プログラムの概要 
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